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体制加算に関して 

（⾏動障害⽀援体制加算、要医療児者⽀援体制加算、精神障害者⽀援体制加算、

ピアサポート体制加算、主任相談⽀援専⾨員配置加算） 

 

《体制加算の請求の流れの例》 

Ｒ5.4.15  →  Ｒ5.5.1～Ｒ5.5.30  →  Ｒ5.6.10  →  Ｒ5.7.15 

 

 

 

 

 

《体制加算取得の例》 

Ｒ5.4.15 までに取得した分の体制加算の届け出を行う。 

 ⾏動障害⽀援体制加算、要医療児者⽀援体制加算、精神障害者⽀援体制加算を取得した場

合で考えてみます。 

機能強化型：無の場合（サービス利用支援費（1）） 

Ｒ5.5.1～R5.5.30 

      サービス利用支援費  ｛1522 単位+（35 単位+35 単位+35 単位）｝× 〇件 

    継続サービス利用支援費｛1260 単位+（35 単位+35 単位+35 単位）｝× 〇件 

    サービス提供時モニタリング加算 100 単位 × 〇件 

として、Ｒ5.6 月に請求を行う。 

＊単独加算分には体制加算はつかないため要注意 

＊利用者の障がい種別に関係なく、届出以降は全てのサービス利用支援費、継続サービス利

用支援費に加算算定可能。(下記参照) 

体制加算について

届け出提出 

基本部分

令和5年12月時点

（1月につき1,613単位）
（1月につき1,513単位）
（1月につき1,410単位）
（1月につき1,360単位）
（1月につき1,260単位）
（1月につき606単位）

（1月につき1,864単位）
（1月につき1,764単位）
（1月につき1,672単位）
（1月につき1,622単位）
（1月につき1,522単位）
（1月につき732単位）

（1）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ）
（2）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ）
（3）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ）
（4）機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ）
（5）継続サービス利用支援費（Ⅰ）
（6）継続サービス利用支援費（Ⅱ）

サービス利用支援費

継続サービス利用支援費

（1）機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）
（2）機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）
（3）機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）
（4）機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ）
（5）サービス利用支援費（Ⅰ）
（6）サービス利用支援費（Ⅱ）

計画相談支援

実施 

体制加算をつけた

上で国保連へ請求

実施 

請求受理か否かの

メールが国保連か

ら届く 
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基本報酬を算定していない月でも請求可能な加算 

① 入院時情報連携加算 

② 居宅介護支援事業所等連携加算 

③ 保育・教育等移行支援加算における「訪問」及び「会議参加」 

④ 集中支援加算 

⑤ サービス提供時モニタリング加算 

⑥ 地域生活支援拠点等相談強化加算 

⑦ 地域体制強化共同支援加算 

 

いずれかの加算を選択し請求を行う必要のある加算 

① 初回加算と退院・退所加算 

② 居宅介護支援事業所等連携加算における「情報提供」及び「会議参加」と入院時情

報連携加算 

③ 居宅介護支援事業所連携加算における「会議参加」と退院・退所加算 

④ 集中支援加算における「会議参加」と入院時情報連携加算（１）及び退院・退所加

算 

令和 3 年度障害福祉サービス

等報酬改定に関するＱ＆Ａ 

ＶＯＬ.2 問 27 
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初回加算の拡充に関して 

（計画相談⽀援 300 単位/⽉、障害児相談⽀援 500 単位/⽉） 

《初回加算取得の例》 

＊初めて計画相談支援、障がい児相談支援の福祉サービスを利用する方 

初回の計画作成後、請求時にこの初回加算（者：300 単位、児：500 単位）を請求可能。 

＊初めての計画相談支援利用であり契約後、計画案を提出するまでに 4 カ月以上要した方 

例）Ｒ5.4 月（1 か月目） 契約 

  Ｒ5.5 月（2 カ月目）  

  Ｒ5.6 月（3 カ月目）  

  Ｒ5.7 月（4 か月目）     

  Ｒ5.8 月（5 カ月目）  

Ｒ5.9 月（6 カ月目）     

                 ●者計画作成（初回加算請求 300 単位） 

                       + 

                  300 単位 × （最大）3 月分 ＝ 900 単位 

合計 1200 単位 請求可能 

 

    ●児計画作成（初回加算請求 500 単位） 

          + 

     500 単位 × （最大）3 月分 ＝ 1500 単位 

合計 2000 単位 請求可能 

 

＊障害児相談支援を利用していた障がい児が、計画相談支援を利用する場合 

  サービス利用支援費 ＋ 初回加算 300 単位 請求可能 

＊計画相談支援を利用していた障がい児が初めて障害児相談支援を利用する場合 

  サービス利用支援費 ＋ 初回加算 500 単位 請求可能 

 

 

 

 

＊計画相談支援のみを利用していた障がい児が、18 歳になり、そのまま計画相談支援を利

用する場合、初回加算請求不可 

月 2 回以上、居宅等を訪問し、利用者及びそ

の家族と面接を行った場合 

（児の場合は居宅に限る） 

契約内容報告書の 

提出も必要ですよ～

平成 30 年度障害福祉

サービス等報酬改定

に関するＱ＆Ａ 

ＶＯＬ.1 問 81 

アセスメントは必須！！
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パターン１　【計画相談支援と福祉サービス終了月が同一。その後の初回加算が取得可能になる場合】

パターン２【計画相談支援と福祉サービス終了月が異なる。その後の初回加算が取得可能になる場合】

通所や居宅介護のサービス利用最終日 新たな相談支援事業所契約

計画相談支援　継続サービス支援費請求

パターン3【市外からの転入に伴う相談支援事業所変更した場合の請求について】

パターン4【更新月以外での相談支援事業所変更した場合】

市内のＡ相談支援事業所 市内のＢ相談支援事業所

新たな計画作成し、受給者証の発行し

た場合、初回加算取得可能

サービス利用終了する際、終了モニタリング実施、継

続サービス支援費請求可。受給者証の廃止（喪失届

提出）を行う。

Ｒ5.10 Ｒ5.11

更新月 モニタリング月 モニタリング月

相談支援事業所の変更

継続サービス支援費請求可 サービス利用支援費請求可、初回加算取得不可

＊市外の転出入に伴い、支給決定を行う市町村が変わった場合は、同一の月であっても、契約変更する

前後の両方の指定特定相談支援事業所がそれぞれ報酬算定できる。

Ｒ5.3 Ｒ5.4 Ｒ5.5 Ｒ5.6 Ｒ5.7 Ｒ5.8 Ｒ5.9

Ｒ5.9 Ｒ5.10 Ｒ5.11

市外のＡ相談支援事業所 市外からの転入 市内のＢ相談支援事業所

Ｒ5.10 Ｒ5.11

計画作成し、初回加算取得可能

（この時に終了モニタリングとしていた）

Ｒ5.3 Ｒ5.4 Ｒ5.5 Ｒ5.6 Ｒ5.7 Ｒ5.8

Ｒ5.9 Ｒ5.10 Ｒ5.11

Ｒ5.3 Ｒ5.4 Ｒ5.5 Ｒ5.6 Ｒ5.7 Ｒ5.8 Ｒ5.9

Ｒ5.3 Ｒ5.4 Ｒ5.5 Ｒ5.6 Ｒ5.7 Ｒ5.8

６カ月

ここからの６カ月

市外でサービス利用していた場合、サービス終了日の確

認は相談支援専門員がお願いします m(_ _)m

小技①相談支援事業所の変更は、モニタリング月に併せて行うと、Ｂ相談支援事

業所がアセスメント兼モニタリングできる！継続サービス支援費請求可能！

小技②Ｂ相談支援事業所がモニタリングの追加申請を行うと、モニタリング可能

となり、継続サービス支援費請求可能！（引継ぎに伴う労力を報酬化できる！）

小技③相談支援事業所変更後のサービス担当者会議は、モニタリング月以外に実

施した場合は、集中支援（会議加算）にて請求可能！

モニタリング月でなかった場合には、モニタリング月追加

の変更申請は必要になります。
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居宅介護支援事業所等連携加算について 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※全ての要件を満たすのであれば、3 つ併せて算定可能 

（100 単位+300 単位+300 単位＝700 単位） 

＊入院時情報連携加算、退院・退所加算を算定している月は算定不可。 

＊計画相談支援対象障がい者等が障がい福祉サービス等の利用を終了した日から起算して

6 月以内において、算定可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続支援サービス利用費のみを算定

可能 

モニタリング月 

居宅介護支援事業所等との

連携を行った場合 

居宅介護支援事業所等連携加算として

請求可能 

計画決定月・モニタリング対象月以外

居宅介護支援事業所等連携加算

（100 単位）として請求可能 

情報提供のみ※ 

居宅介護支援事業所等が主催する

会議に参加した場合※ 

居宅介護支援事業所等連携加算 

（300 単位）として請求可能 

居宅介護支援事業所等連携加算

（300 単位）として請求可能 

月に2回以上の面接等※ 

具体書式例あり 

加算と連携先 

障害福祉サービス事業者、一般相談支援事業者、障害児
通所支援事業者、障害児入所支援施設、指定発達支援医
療機関、病院、企業、保育所、幼稚園、認定こども園、
小学校、中学校、高等学校、専修学校、大学、特別支援
学校、公的な支援機関や他法他施策に基づく支援機関
（※）及び地方自治体
（※）公的な支援機関や他法他施策に基づく支援機関の例
保護観察所、公共職業安定所、保健センター、地域包括支援セン
ター利用者支援事業、自立相談支援機関、包括的相談支援事業、
他機関協働事業、居住支援法人、精神保健福祉センター、保健
所、更生相談所、児童相談所、発達障害者支援センター、高次脳
機能障害者支援センター、子ども家庭支援センター、配偶者暴力
相談支援センター、女性センター

集中支援加算

加算名 連携先（つなぎ）先

指定居宅空き後支援事業所、指定居宅介護予防支援事業
所、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、
高等学校、専修学校、大学、特別支援学校、企業及び障
害者就業・生活支援センター

居宅介護支援事業所等連携加算
（介護保険への移行、進学、企業等へ
の就職による障がい福祉サービス利用
終了時）

保育・教育等移行支援加算
（進学、企業等への就職による障害児
通所支援利用終了時）

保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高等
学校、専修学校、大学、特別支援学校、企業及び障害者
就業・生活支援センター

（8ページ） 

令和 3年度障害福祉サ

ービス等報酬改定に

関するＱ＆Ａ 

ＶＯＬ.2 問 35 
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居宅介護支援事業連携加算（会議参加）の書式例 

 

 

 

 

 

 

利用者氏名 相談支援専門員氏名

実施年月日 R5 年 5 月 21 日 実施時間 ～

出席者 ○○居宅介護事業所　ケアマネジャー　　高岡　一郎　氏

青島相談支援事業所　相談支援専門員　　青島　太郎

△ヘルパー事業所　　サービス管理責任者　　佐土原　梅子　氏

支援の経過

　Ｈ27年5月より障がい福祉サービス申請があり、△ヘルパー事業所に依頼し、家事援助
〇時間/月、身体介護　〇時間/月　を利用してきた。
　Ｒ2年7月より本人からの希望にて　家事援助　〇時間/月、身体介護　〇時間/月に支
援を増やしている現状がある。
　 R5年8月に障がい福祉サービス支給量終了月であり、65歳となるため介護保険への移
行検討が必要になってきている。

9:30 10:20

実施場所（自宅・事業所名など） 〇〇居宅介護事業所

居宅介護事業所等連携加算　(会議参加)

支援上の課題

課題への対応策

　入浴はデイサービスに通所することで可能になる。それ以外の家事援助（調理）に関して
は宅食を検討してもらうことも必要。
　洗濯や掃除に関しては、介護保険サービスでみるか、ふれあいハートサービスの利用を検
討していく。また、障がい福祉課に併給について相談していく。

　体力低下により、今後もこれまでの生活を続けるためには、支給量と同量のサービスが必
要と思われる。
　介護度により、利用できるサービスが限られてくると思われるため、サービスの見直し、イン
フォーマル資源の活用も必要になってくる。

 宮崎　花子 青島　太郎
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入退院時の支援に関して：入院時情報連携加算と退院・退所加算 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＊1月に 1回が限度 

＊入院時情報連携加算ⅠとⅡの同時算定不可 

 

 

 

 

 

例）入院開始 

    ｜  

    ｜ 

    ｜ 

   退院 

 

 

 

＊1回の入院、入所中に 3回を限度として加算可能 

＊初回加算を算定する場合は算定不可 

 

具体書式例あり 

入院時情報連携加算Ⅰ（200単位）

として請求可能 

医療機関を訪問しての情報提供 

利用者が入院した場合の情報提供

について 

具体書式例あり 

医療機関への訪問以外の方法での

情報提供 

入院時情報連携加算Ⅱ（100単位）

として請求可能 

電話やＦＡＸ、メール 

利用者が退院・退所した場合：退院・退所加算 

相談支援専門員が、医療機関等の多職種から情報収集すること

や、医療機関等における退院・退所時のカンファレンスに参加

して情報収集をおこなった上で、サービス等利用計画を作成し

た場合に退院・退所加算（200 単位）可能。 

これらの情報収集等を 3 回実施し、計画等を作成した場合、サ

ービス利用支援費と同月に、退院・退所加算（200 単位×3 回

＝600 単位）請求可能。 

（１０ページ） 

（１１ページ） 
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入院時情報連携加算（Ⅰ）の書式例 

 

利用者氏名 宮崎　花子 相談支援専門員氏名 青島　太郎

実施年月日 Ｒ5 年 6 月 11 日 実施時間 ～

機関名・対応者氏名 〇病院　3階病棟　ケースワーカー　田野　一郎　氏

情報共有や情報提供の概要

10:45 11:03

実施方法　　　　電話　　　ＦＡＸ　　　メール

入院時情報連携加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）

ここ1カ月の宮崎さんの自宅での生活状況について下記を情報提供する。

・ヘルパー利用は定期的に行えていた。

・ときおり、不明なことを言われることが数回あり、ヘルパーさんとのコミュニケーションがうまくいかない

ときもあった。

・訪問看護の利用も定期的にできており、服薬もきちんと行えていたと聞いている。

・就労継続支援B型の利用もできていたが、作業に集中できない時間も増えてきていた。

・就労継続支援B型利用中、他利用者さんに不明なことを言われて、少しトラブルに発展したことはあった。

職員が他利用者に宮崎さんの体調不良があることを伝えたうえで、事なきを得たようだ。

・家族からの連絡がこれまでは定期的にあったが、ここ最近忙しかったのか連絡が来ないと話されていた。

田野氏からの情報）

・入院予定は、とりあえず3週間と医師から聞いている。

・退院の話が出てきた際には、退院カンファレンスを行いたいので、参加してもらいたい。

・日程は再度連絡する。
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入院時情報連携加算（Ⅱ）の書式例 

 

利用者氏名 宮崎　花子 相談支援専門員氏名 青島　太郎

実施年月日 Ｒ5 年 6 月 11 日 実施時間 ～

機関名・対応者氏名 〇病院　3階病棟　ケースワーカー　田野　一郎　氏

情報共有や情報提供の概要

入院時情報連携加算（　Ⅰ　・　Ⅱ　）

10:45 11:15

場所　　　　　　〇病院

入院日に同行し、ここ1カ月の宮崎さんの自宅での生活状況について下記を情報提供する。

・ヘルパー利用は定期的に行えていた。

・ときおり、不明なことを言われることが数回あり、ヘルパーさんとのコミュニケーションがうまくいかない

ときもあった。

・訪問看護の利用も定期的にできており、服薬もきちんと行えていたと聞いている。

・就労継続支援B型の利用もできていたが、作業に集中できない時間も増えてきていた。

・就労継続支援B型利用中、他利用者さんに不明なことを言われて、少しトラブルに発展したことはあった。

職員が他利用者に・崎さんの体調不良があることを伝えたうえで、事なきを得たようだ。

・家族からの連絡がこれまでは定期的にあったが、ここ最近忙しかったのか連絡が来ないと話されていた。

田野氏からの情報）

・入院予定は、とりあえず3週間と医師から聞いている。

・退院の話が出てきた際には、退院カンファレンスを行いたいので、参加してもらいたい。

・日程は再度連絡する。
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その他の加算取得の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その際、同時にモニタリングを行い、

継続支援サービス利用費として翌月

に 1 回分請求可能 

モニタリング月 

本計画作成後、必要があり自宅訪

問を月 2 回以上行った場合 
ア 

集中支援加算（300 単位）として請求

可能 

計画決定月・モニタリング対象月以外

継続支援サービス利用費と同月に、サ

ービス担当者会議実施加算（100 単位）

を請求可能 

モニタリング月 

本計画作成後、サービス担当者

会議を開催した場合 
イ 

集中支援加算（300 単位）として請求

可能 

計画決定月・モニタリング対象月以外

その際、同時にモニタリングを行い、

継続支援サービス利用費として翌月

に 1 回分請求可能 

モニタリング月 

他機関（病院、企業、保育所、特

別支援学校又は地方自治体等）が、

主催する会議に参加した場合 
ウ 

変更・更新前のモニタリングの際 

カンファレンス内容や面談内容を元に

計画に反映した場合、サービス利用支

援費と同月に医療・保育・教育機関等連

携加算（100 単位）を算定可能 

＊モニタリング月以外にア・イ・ウをそれ

ぞれ同月に行った場合、 

集中支援加算 300 単位×3＝900 単位

の請求が可能になる 

 

本人の求めに応じて、または約束

によって 
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＊サービス提供時モニタリング加算は、単独での請求が可能です。 

＊サービス提供時モニタリング加算は、利用者一人につき、1 月に 1 回が限度となります。 

＊1 人の相談支援専門員が 1 月に請求できる当該加算の件数は 39 件が限度となります。 

＊相談支援専門員が兼務者の場合、兼務先の事業所のサービス提供時のモニタリングを行

ってもサービス提供時モニタリング加算は算定できません。兼務先でない場合には、同一敷

地内の場合でも算定可能です。 

＊サービス提供時モニタリング加算の「障がい福祉サービス等」は、計画相談支援の対象と

なるサービスのみ（介護給付、訓練等給付、地域相談支援）が該当します。地域生活支援事

業などは対象となりません。 

 

 

 

 

サービス利用支援費・継続支援サービ

ス利用費と同月にサービス提供時モ

ニタリング加算を請求可能 

計画決定月・モニタリング月 

障害福祉サービス提供時または、

障害福祉サービス等の提供場所を

訪問し、その場面を直接確認し、

確認結果の記録を作成した場合 

サービス提供時モニタリング加算

（100 単位）として請求可能 

計画決定月・モニタリング対象月以外

*

□退院・退所加算（　□１回目　□２回目　□３回目　）

□居宅介護支援事業連携

各種加算内容報告（記録）　　　　　
請求月（　　　月　　　日）

利用者氏名 　相談支援専門員

実施年月日 　  年　　　　月　　　　　日　 　実施時間 ～

　実施場所　　　□自宅　　　　　□事業所名等(                                                 )

　提供先機関名（担当者）

該当する加算にチェックを入れる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*　添付資料（　有　・　無　）

□サービス提供時モニタリング
□単独 必須記載事項 １　　・　　２　　・　　３　　・　　４

□モニタリング時 必須記載事項 １　　・　　２　　・　　３　　・　　４

必須記載事項 ４　　・　　５

必須記載事項 ４

□医療・保育・教育機関等連携 必須記載事項 ４　　・　　５

　１．確認事項

　　　検討した項目

　２．提供されていた支援

　３．サービス提供時の
      利用者の様子

　４．情報交換等の内容

　　　その他

　５．情報交換の結果から
　　　サービス等利用計画に
　　　反映されるべき事項

＜宮崎市参考様式　・ 宮崎市自立支援協議会　相談支援部会作成＞

宮崎市自立支援協議会相談支援部会

では、 

サービス提供時モニタリング加算/

退院退所加算/居宅介護支援事業所

連携加算/医療・保育・教育機関等

連携加算が一式に記入できる様式も

作成しております。 

宮崎市ホームページ 宮崎市自立支

援協議会のページにアップされてお

りますので、是非参考にしてくださ

い。 
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